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【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年3月13日提出
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【代表者の役職氏名】 代表取締役　　松田　庄平

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋三丁目11番１号

【事務連絡者氏名】 村中　広司

【電話番号】 代表（03）3548-5690

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券に係るファンドの名称】
ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン

【届出の対象とした募集（届出）内国投資

信託受益証券の金額】
5,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１.【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出したことに伴い、平成26年9月12日付をもって提出した有価証券届出書（平成26

年10月8日および平成26年11月12日付提出の有価証券届出書の訂正届出書にて訂正済み。以下「原届出

書」といいます。）の記載事項に変更がありますので、これを訂正するため、本訂正届出書を提出するも

のであります。

２.【訂正の内容】

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部　　　は、訂正部分を示します。なお、図もしくは表が含まれる部分については、下線を省略す

ることがあります。

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

「④ ファンドの特色」について、全文更新につき訂正・更新後のものを記載いたします。

＜訂正・更新後＞

④　ファンドの特色

１）インドの株式等に投資します。

・マザーファンドへの投資を通じて、以下の株式等に投資します。

・株式の実質組入比率は、原則として高位に維持します。

・実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

２）インドのインフラに関連する企業の株式の中から銘柄を厳選し、ポートフォリオを構築します。

３）ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメント（香港）リミテッドが運用を行います。
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・運用委託契約に基づいて、ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメント（香港）リミテッド

に、マザーファンドの運用の指図に関する権限を委託します。

※運用の指図に関する権限の委託を中止または委託の内容を変更する場合があります。

・投資プロセス

・ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメントに加え、ＨＳＢＣグループ内の情報ソースを活

用します。

≪ＨＳＢＣグループおよびＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメント≫

ＨＳＢＣグループの持株会社であるＨＳＢＣホールディングスplcは、英国・ロンドンに本部

を置いています。ＨＳＢＣグループは、ヨーロッパ、アジア・太平洋、南北アメリカ、中

東、アフリカにまたがる74の国と地域に6,200を超える拠点を擁し、その歴史は1865年の創業

に遡る、世界有数の金融グループです。

ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメントは、ＨＳＢＣグループに属する資産運用部門

の総称です。ロンドン、パリ、ニューヨーク、サンパウロ、香港、シンガポ－ル、ムンバイ

（ボンベイ）、東京等、世界約30の国と地域に拠点を有しています。ＨＳＢＣ投信株式会社

は、ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメントの一員です。

※上記は本書提出日現在知りうる情報であり、今後変更になることがあります。

（参考情報）
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（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

①～②（省略）

③　委託会社の概況
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１）～２）（省略）

３) 大株主の状況

（本書提出日現在）

氏名または名称 住所
所有株式数
（株）

所有比率
（％）

ＨＳＢＣグローバル・アセット・
マネジメント・ホールディングス
（バハマ）リミテッド

バハマ連邦　ニュー・プロビデン
ス州　ナッソー市　ワン・ベイ・
ストリート、センター・　オブ・
コマース　306

2,100 100.00

＜訂正後＞

①～②（省略）

③　委託会社の概況

１）～２）（省略）

３) 大株主の状況

（本書提出日現在）

氏名または名称 住所
所有株式数
（株）

所有比率
（％）

ザ・ホンコン・アンド・シャン
ハイ・バンキング・コーポレイ
ション・リミテッド

香港クィーンズロード・
セントラル1番地

2,100 100.00

２【投資方針】

（１）【投資方針】

＜訂正前＞

①（省略）

②　投資態度

１）～５）（省略）

６）信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、デリバティブ取引を行うことができます。

７）（省略）

＜訂正後＞

①（省略）

②　投資態度

１）～５）（省略）

６）デリバティブ取引（金融商品取引法第2条第20項に規定するものをいいます。）は、ヘッジ目的で

行うことを基本とします。

７）（省略）

（５）【投資制限】

＜訂正前＞

①　当ファンドの約款に定める投資制限は以下のとおりです。

１）～３）（省略）

４）同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券等への投資制限

(a)～(b)（省略）

(c) 前記(a)および(b)において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザー

ファンドの受益証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該資産
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の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。（後記５）、６）、７）の(b)および14）の

(b)において同じ。）

５）～10）（省略）

11）有価証券の貸付の指図および範囲

（省略）

12）公社債の空売り

（省略）

13）公社債の借入れ

（省略）

14）外国為替予約の指図および範囲

（省略）

15）一部解約の請求および有価証券の売却等の指図

（省略）

16）再投資の指図

委託会社は、前記15）の規定による一部解約の代金、売却代金、有価証券に係る償還金等、株式

の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資すること

の指図ができます。

17）資金の借入れ

（省略）

18）特別の場合の外貨建有価証券への投資制限

（省略）

② 「投資信託及び投資法人に関する法律」および関係法令に基づく投資制限は以下のとおりです。

１）（省略）

２）デリバティブ取引に係る投資制限（金融商品取引業等に関する内閣府令）

委託会社は、信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標にか

かる変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合

理的な方法により算出した額が当該信託財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリ

バティブ取引（新株予約権証券またはオプションを表示する証券もしくは証書にかかる取引およ

び選択権付債券売買を含みます。）を行い、または継続することを受託会社に指図しないものと

します。

（参考）マザーファンド（ＨＳＢＣ インド・インフラ株式マザーファンド）の投資方針

（１）運用の基本方針

①（省略）

②　投資態度

１）～５）（省略）

６）信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、デリバティブ取引を行うことができます。

７）（省略）

（２）（省略）

（３）主な投資制限

１）～10）（省略）

11）信用取引の指図範囲

（省略）

12）特別の場合の外貨建有価証券への投資制限

（省略）

13）公社債の借入れ

（省略）

14）外国為替予約の指図および範囲

EDINET提出書類

ＨＳＢＣ投信株式会社(E12492)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 8/61



（省略）

＜訂正後＞

①　当ファンドの約款に定める投資制限は以下のとおりです。

１）～３）（省略）

４）同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券等への投資制限

(a)～(b)（省略）

(c) 前記(a)および(b)において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザー

ファンドの受益証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該資産

の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。（後記５）、６）、７）の(b)および15）の

(b)において同じ。）

５）～10）（省略）

11）デリバティブ取引等に係る投資制限

委託会社は、デリバティブ取引等（新株予約権証券またはオプションを表示する証券もしくは証書に係

る取引および選択権付債券売買を含みます。）について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理

的な方法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。

12）有価証券の貸付の指図および範囲

（省略）

13）公社債の空売り

（省略）

14）公社債の借入れ

（省略）

15）外国為替予約の指図および範囲

（省略）

16）一部解約の請求および有価証券の売却等の指図

（省略）

17）再投資の指図

委託会社は、前記16）の規定による一部解約の代金、売却代金、有価証券に係る償還金等、株式

の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資すること

の指図ができます。

18）資金の借入れ

（省略）

19）特別の場合の外貨建有価証券への投資制限

（省略）

② 「投資信託及び投資法人に関する法律」および関係法令に基づく投資制限は以下のとおりです。

１）（省略）

２）デリバティブ取引に係る投資制限（金融商品取引業等に関する内閣府令）

委託会社は、信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標にか

かる変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合

理的な方法により算出した額が当該信託財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリ

バティブ取引を行うまたは継続することを受託会社に指図しないものとします。

（参考）マザーファンド（ＨＳＢＣ インド・インフラ株式マザーファンド）の投資方針

（１）運用の基本方針

①（省略）

②　投資態度

１）～５）（省略）

６）デリバティブ取引は、ヘッジ目的で行うことを基本とします。
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７）（省略）

（２）（省略）

（３）主な投資制限

１）～10）（省略）

11）デリバティブ取引等に係る投資制限

委託会社は、デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的な方

法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。

12）信用取引の指図範囲

（省略）

13）特別の場合の外貨建有価証券への投資制限

（省略）

14）公社債の借入れ

（省略）

15）外国為替予約の指図および範囲

（省略）

３【投資リスク】

＜訂正前＞

（１）ファンドのリスク

（省略）

①　基準価額の変動リスク

１）～４）（省略）

５）カントリーリスク

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または資

本取引、外貨取引等に関する規制の変更や新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以

上に下落したり、投資方針に沿った運用が困難になることがあります。新興国市場は、一般的に

先進諸国の市場に比べ、市場規模が小さく流動性が低いことなどから、上記の各リスクが大きく

なる傾向があります。また、企業情報の開示制度や決済制度などのインフラストラクチャーが未

発達なことなどから、正確な情報に基づいた投資判断ができない可能性もあります。これにより

当ファンドの基準価額が影響を受け、損失を被ることがあります。

６）～８）（省略）

②（省略）

③　その他の留意点

１）～５）（省略）

（２）運用リスクに対する管理体制

（省略）

その他、ＨＳＢＣグループの監査部門による内部監査、監査法人による外部監査も行われており、各

部門が法令・諸規則およびガイドラインに則って運営されているかどうかについてチェックされ、業

務方法および管理体制、運営全般についての精査が行われております。

（省略）

＜訂正後＞

（１）ファンドのリスク

（省略）

①　基準価額の変動リスク

１）～４）（省略）

５）カントリーリスク
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投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または資

本取引、外貨取引等に関する規制の変更や新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以

上に下落したり、投資方針に沿った運用が困難になることがあります。新興国市場は、一般的に

先進諸国の市場に比べ、市場規模が小さいことなどから、上記の各リスクが大きくなる傾向があ

ります。また、企業情報の開示制度や決済制度などのインフラストラクチャーが未発達なことな

どから、正確な情報に基づいた投資判断ができない可能性もあります。これにより当ファンドの

基準価額が影響を受け、損失を被ることがあります。

６）～８）（省略）

②（省略）

③　その他の留意点

１）～５）（省略）

（参考情報）
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（２）運用リスクに対する管理体制

（省略）

その他、ＨＳＢＣグループの監査部門による内部監査、外部監査法人による会計監査も行われており

ます。
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以上のとおり、社内外の牽制により、各部門が法令・諸規則およびガイドラインに則って運営されて

いるかどうかについてチェックされ、業務方法及び管理体制、運営全般についての精査が行われてい

ます。

（省略）

４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

＜訂正前＞

購入時手数料は、購入金額（購入価額に購入口数を乗じて得た額）に、3.78％（税抜3.50％）を上限

として販売会社が個別に定める手数料率を乗じて得た額とします。購入時手数料には消費税等相当額

が加算されます。

お申込みには、分配金の受取方法により「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」があり、「自

動けいぞく投資コース」の分配金は、無手数料で再投資されます。

購入代金の支払方法および時期、手数料率、取扱いコースにつきましては、販売会社へお問い合わせ

ください。

＜訂正後＞

購入時手数料は、購入金額（購入価額に購入口数を乗じて得た額）に、3.78％（税抜3.50％）を上限

として販売会社が個別に定める手数料率を乗じて得た額とします。購入時手数料には消費税等相当額

が加算されます。

当該費用を対価とする役務の内容は、投資者への商品内容の説明ならびに購入手続き等です。

お申込みには、分配金の受取方法により「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」があり、「自

動けいぞく投資コース」の分配金は、無手数料で再投資されます。

購入代金の支払方法および時期、手数料率、取扱いコースにつきましては、販売会社へお問い合わせ

ください。

（２）【換金（解約）手数料】

＜訂正前＞

①（省略）

②　信託財産留保額

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.50％の率を乗じて得た額

＜訂正後＞

①（省略）

②　信託財産留保額

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.50％の率を乗じて得た額

（換金で生じるコストを換金される投資者に一部負担していただくものです。）

（３）【信託報酬等】

＜訂正前＞

①（省略）

②　信託報酬の支払い

（省略）

※委託会社の報酬には、ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメント（香港）リミテッドへのマ

ザーファンドの運用委託契約に基づく投資顧問報酬が含まれています。

＜訂正後＞

①（省略）
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②　信託報酬の支払い

（省略）

※委託会社の報酬には、ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメント（香港）リミテッドへのマ

ザーファンドの運用委託契約に基づく投資顧問報酬が含まれています。

当該費用を対価とする役務の内容は、次のとおりです。

（委託会社）ファンドの運用等の対価

（販売会社）分配金・換金代金の支払い、運用報告書等の送付、口座内でのファンドの管理等の対

価

（受託会社）運用財産の管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

（４）【その他の手数料等】

＜訂正前＞

当ファンドから支払われる費用には以下のものがあります。ただし、これらに限定されるものではあ

りません。当該費用の上限額については、運用状況等により変動するため、表記できません。

①（省略）

②　外貨建資産の保管費用

③～④（省略）

⑤　その他諸費用

１）投資信託振替制度に係る手数料および費用

２）有価証券届出書、有価証券報告書、半期報告書、臨時報告書の作成、印刷および提出に係る費用

３）目論見書の作成、印刷および交付に係る費用

４）信託約款の作成、印刷および届出に係る費用

５）運用報告書の作成、印刷および交付に係る費用

６）当ファンドの受益者に対してする公告に係る費用ならびに信託約款の変更または信託契約の解約

に係る事項を記載した書面の作成、印刷および交付に係る費用

７）当ファンドの監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用

（省略）

＜訂正後＞

当ファンドから支払われる費用には以下のものがあります。ただし、これらに限定されるものではあ

りません。当該費用の上限額については、運用状況等により変動するため、表記できません。

①（省略）

②　保管銀行等に支払う外貨建資産の保管費用

③～④（省略）

⑤　その他諸費用

１）投資信託振替制度に係る手数料および費用

２）印刷業者等に支払う以下の費用

・有価証券届出書、有価証券報告書、半期報告書、臨時報告書の作成および提出に係る費用

・目論見書の作成、印刷および交付に係る費用

・運用報告書の作成、印刷および交付に係る費用

３）当ファンドの監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用

４）その他、当ファンドの受益者に対してする公告に係る費用、投資信託約款の作成および届出、投資信託

約款の変更または信託契約の解約に係る事項を記載した書面の作成、印刷および交付に係る費用など

（省略）

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

（省略）
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（注）上記の内容は平成26年6月末現在の情報をもとに記載したものであり、税法等が改正された場合には

変更になることがあります。税金の取扱いの詳細については、税務の専門家等にご確認されること

をお勧めします。

＜訂正後＞

（省略）

（注）上記の内容は平成26年12月末現在の情報をもとに記載したものであり、税法等が改正された場合に

は変更になることがあります。税金の取扱いの詳細については、税務の専門家等にご確認されるこ

とをお勧めします。
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５【運用状況】

以下は全文更新につき、訂正・更新後のものを記載いたします。

＜訂正・更新後＞

以下は2014年12月末日現在の運用状況です。

また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（１）【投資状況】

資産の種類 国／地域 時価合計（円）
投資比率

（％）

親投資信託受益証券 日本 5,782,305,611 100.07

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― △3,761,617 △0.07

合計(純資産総額) 5,778,543,994 100.00

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ．評価額上位銘柄明細

順

位

国／

地域
種類 銘柄名

数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本
親投資信託

受益証券

ＨＳＢＣ インド・インフ

ラ株式マザーファンド
7,458,152,472 0.7047 5,256,304,206 0.7753 5,782,305,611 100.07

ロ．種類別投資比率

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.07

合計 100.07

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

2014年12月末日および同日前１年以内における各月末ならびに各計算期間末の純資産の推移は次のと

おりです。

期別
純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1計算期間末 (2010年 6月17日) 10,467,636,093 10,467,636,093 1.0148 1.0148

第2計算期間末 (2011年 6月17日) 6,434,795,061 6,434,795,061 0.6993 0.6993

第3計算期間末 (2012年 6月18日) 3,508,631,277 3,508,631,277 0.3782 0.3782

第4計算期間末 (2013年 6月17日) 2,902,679,115 2,902,679,115 0.4077 0.4077
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第5計算期間末 (2014年 6月17日) 4,720,449,901 4,720,449,901 0.6346 0.6346

2013年12月末日 2,988,319,892 ― 0.4321 ―

2014年 1月末日 2,566,082,986 ― 0.3725 ―

　　　 2月末日 2,589,075,915 ― 0.3791 ―

　　　 3月末日 3,055,159,071 ― 0.4494 ―

　　　 4月末日 3,161,177,229 ― 0.4766 ―

　　　 5月末日 4,158,749,741 ― 0.6159 ―

　　　 6月末日 4,859,532,387 ― 0.6399 ―

　　　 7月末日 4,953,694,322 ― 0.6383 ―

　　　 8月末日 4,744,457,479 ― 0.6300 ―

　　　 9月末日 5,016,833,721 ― 0.6325 ―

　　　10月末日 5,211,956,712 ― 0.6556 ―

　　　11月末日 5,592,168,515 ― 0.7262 ―

　　　12月末日 5,778,543,994 ― 0.7057 ―

②【分配の推移】

期 計算期間 1口当たりの分配金（円）

第1計算期間 2009年10月 1日～2010年 6月17日 0.0000

第2計算期間 2010年 6月18日～2011年 6月17日 0.0000

第3計算期間 2011年 6月18日～2012年 6月18日 0.0000

第4計算期間 2012年 6月19日～2013年 6月17日 0.0000

第5計算期間 2013年 6月18日～2014年 6月17日 0.0000

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率（％）

第1計算期間 2009年10月 1日～2010年 6月17日 1.5

第2計算期間 2010年 6月18日～2011年 6月17日 △31.1

第3計算期間 2011年 6月18日～2012年 6月18日 △45.9

第4計算期間 2012年 6月19日～2013年 6月17日 7.8

第5計算期間 2013年 6月18日～2014年 6月17日 55.7

第6中間計算期間 2014年 6月18日～2014年12月17日 2.3

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期

間の直前の計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期

末基準価額で除して得た数に100を乗じた数です。

（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間
設定口数

（口）

解約口数

（口）

発行済み口数

（口）

第1計算期間 2009年10月 1日～2010年 6月17日 16,255,894,247 5,941,319,839 10,314,574,408
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第2計算期間 2010年 6月18日～2011年 6月17日 2,101,121,916 3,214,232,658 9,201,463,666

第3計算期間 2011年 6月18日～2012年 6月18日 1,863,060,760 1,786,692,535 9,277,831,891

第4計算期間 2012年 6月19日～2013年 6月17日 587,767,661 2,745,162,847 7,120,436,705

第5計算期間 2013年 6月18日～2014年 6月17日 2,674,150,105 2,356,159,130 7,438,427,680

第6中間計算期間 2014年 6月18日～2014年12月17日 3,377,107,396 2,714,814,077 8,100,720,999

（注1）本邦外において設定及び解約の実績はありません。

（注2）第1計算期間の設定口数には、当初申込期間中の設定口数を含みます。

（参考）ＨＳＢＣ　インド・インフラ株式マザーファンド

投資状況

資産の種類 国／地域 ※1 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 インド 3,995,860,235 69.10

オプション証券等 ※2 インド 1,763,810,315 30.50

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 22,842,505 0.40

合計(純資産総額) 5,782,513,055 100.00

※1 インドの証券取引所に上場（それに準ずる市場を含みます。）されている株式またはインド経済の発展成長に

係わる企業等、実質的に帰属する国／地域を記載しています。

※2「オプション証券等」には、現地国での外貨投資制限を避けるために、非居住者に対してブローカーが発行す

る未上場証券であるP-Noteを計上しております。当該P-Noteは、金融商品取引法第2条第1項第19号に規定する

「オプションを表示する証券または証書」に相当するものです。

投資資産

投資有価証券の主要銘柄

イ．評価額上位銘柄明細

順

位

国／

地域
種類 銘柄名 業種

数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 オランダ
オプショ

ン証券等

TEXMACO RAIL AND

ENGINEERING 19NOV19-JPM
― 1,120,560 209.04 234,248,312 248.37 278,314,982 4.81

2 インド 株式 LARSEN & TOUBRO LIMITED 資本財 91,556 3,108.92 284,640,838 2,846.47 260,611,682 4.51

3 インド 株式
DEWAN HOUSING FINANCE

CORPORATION LTD
銀行 312,174 770.31 240,472,325 756.07 236,026,489 4.08

4 インド 株式
IRB INFRASTRUCTURE

DEVELOPER
資本財 457,709 374.85 171,575,239 483.32 221,222,431 3.83

5 インド 株式 JINDAL STEEL & POWER LTD 素材 720,949 446.65 322,012,546 294.71 212,473,043 3.67

6 インド 株式 BEML LIMITED 資本財 156,641 1,210.14 189,557,857 1,337.47 209,503,813 3.62

7 インド 株式
OIL AND NATURAL GAS

CORPORATION LIMITED
エネルギー 307,169 776.44 238,499,475 662.57 203,523,729 3.52

8
ルクセン

ブルグ

オプショ

ン証券等

CESC LIMITED 31DEC2018

(JPM)
― 154,000 1,267.31 195,165,934 1,259.36 193,941,578 3.35

9 イギリス
オプショ

ン証券等

ADANI PORTS & SPECIAL

05JUN2023(HSBC)
― 341,271 457.81 156,238,579 554.64 189,285,489 3.27

10 インド 株式 INDIA CEMENTS LIMITED 素材 1,109,596 225.85 250,610,579 163.78 181,732,407 3.14

11 インド 株式 AXIS BANK LIMITED 銀行 192,140 677.32 130,141,071 943.73 181,328,474 3.14

12 インド 株式 OIL INDIA LIMITED エネルギー 165,880 1,127.83 187,084,563 1,083.35 179,706,430 3.11

13 インド 株式 CAIRN INDIA LIMITED エネルギー 388,188 625.77 242,919,446 456.87 177,352,228 3.07
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14 インド 株式 TATA MOTORS LIMITED
自動車・自動

車部品
185,559 835.47 155,030,714 945.54 175,454,477 3.03

15 インド 株式 BANK OF INDIA 銀行 305,693 545.81 166,851,846 571.85 174,811,765 3.02

16 インド 株式 NCC LTD 資本財 1,093,091 82.77 90,485,417 151.27 165,354,062 2.86

17
アイルラ

ンド

オプショ

ン証券等

INDIABULLS HOUSING FINANCE

23JUL2018(MS)
― 192,267 731.73 140,689,166 847.49 162,944,407 2.82

18 インド 株式 JAIPRAKASH ASSOCIATES LTD 資本財 3,198,397 86.75 277,491,866 49.65 158,832,395 2.75

19 インド 株式
INFRASTRUCTURE DEVELOPMENT

FINANCE
各種金融 474,968 248.20 117,889,195 300.53 142,746,170 2.47

20
ルクセン

ブルグ

オプショ

ン証券等

RURAL ELECTRIFICATION CORP

03APR2018(DB)
― 226,102 548.65 124,053,115 630.81 142,628,724 2.47

21 インド 株式
POWER GRID CORP OF INDIA

LTD
公益事業 518,154 254.54 131,894,743 261.66 135,585,357 2.34

22
ルクセン

ブルグ

オプショ

ン証券等

WIPRO LIMITED 24JAN2017

(DEUTSCHE BANK)
― 123,066 1,109.06 136,487,578 1,041.07 128,121,304 2.22

23
ルクセン

ブルグ

オプショ

ン証券等

KALPATARU POWER TRANS

29APR2015(MS)
― 296,920 343.20 101,905,861 413.66 122,826,424 2.12

24 インド 株式
ADANI PORT AND SPECIAL

ECONOMIC ZONE
運輸 185,070 505.08 93,476,772 559.82 103,606,073 1.79

25 インド 株式 RATTANINDIA POWER LIMITED 公益事業 5,526,439 24.54 135,638,155 18.43 101,860,560 1.76

26 オランダ
オプショ

ン証券等

JAIPRAKASH ASSOCIATES LTD

01APR2015(BNP)
― 2,065,451 57.12 117,997,425 49.20 101,622,577 1.76

27
ルクセン

ブルグ

オプショ

ン証券等

POWER GRID CORP OF INDIA

28SEP2017(DB)
― 380,686 265.94 101,239,730 259.25 98,693,765 1.71

28 インド 株式
GAMMON INFRASTRUCTURE

PROJEC
資本財 3,602,935 28.99 104,450,334 27.21 98,062,883 1.70

29 インド 株式
INDIABULLS HOUSING FINANCE

LTD
不動産 108,272 697.24 75,492,165 855.39 92,615,165 1.60

30 インド 株式 ADITYA BIRLA NUVO LIMITED 資本財 25,731 2,660.24 68,450,841 3,203.64 82,432,938 1.43

ロ．種類別及び業種別の投資比率

種類 国内／外国 業種 投資比率（％）

株式 外国 資本財 23.20

エネルギー 10.81

銀行 10.24

素材 7.89

公益事業 5.97

各種金融 3.55

自動車・自動車部品 3.03

不動産 2.27

運輸 1.79

食品・飲料・タバコ 0.34

オプション証券等 ― ― 30.50

合計 　 　 99.60

（注）業種分類は世界産業分類基準（GICS）に分類されます。
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投資不動産物件

該当事項はありません。

その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（参考情報）運用実績

※上記「③主要な資産の状況」については、より実態に即した内容とするため、ＨＳＢＣ投信が独自に編集してい
る場合があります。
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第２【管理及び運営】

３【資産管理等の概要】

（５）【その他】

＜訂正前＞

①　信託契約の解約（繰上償還）

(a)～(c)（省略）

(d) (b)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議決

権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。

(e) （省略）

②～④（省略）

⑤　信託約款の変更等

(a)（省略）

(b) 委託会社は、(a)の事項（信託約款の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当する場

合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）について、書面

決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等

の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託約款に係

る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発しま

す。

(c)（省略）

(d) (b)の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議

決権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。

(e)～(g)（省略）

⑥～⑦（省略）

⑧　運用報告書

委託会社は、当ファンドの計算期間終了日および信託終了のときに運用報告書を作成し、知れてい

る受益者に対して販売会社を通じて交付します。

＜訂正後＞

①　信託契約の解約（繰上償還）

(a)～(c)（省略）

(d) (b)の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる多数

をもって行います。

(e) （省略）

②～④（省略）

⑤　信託約款の変更等

(a)（省略）

(b) 委託会社は、(a)の事項（信託約款の変更事項にあっては、その変更の内容が重大なものに該当

する場合に限り、また併合事項にあっては、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽微なも

のに該当する場合を除きます。以下、「重大な約款の変更等」といいます。）について、書面

決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等

の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託約款に係

る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発しま

す。

(c)（省略）

(d) (b)の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる多数

をもって行います。

(e)～(g)（省略）
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⑥～⑦（省略）

⑧　運用報告書

委託会社は、当ファンドの計算期間終了日および信託終了のときに運用報告書を作成します。

(a)交付運用報告書は、原則として知れている受益者に対して販売会社を通じて交付されます。

(b)運用報告書（全体版）は、委託会社のホームページ（www.assetmanagement.hsbc.com/jp）に掲載さ

れます。ただし、受益者から運用報告書（全体版）の交付の請求があった場合は、販売会社を通

じて交付します。

４【受益者の権利等】

＜訂正前＞

当ファンドの受益権は、その購入口数に応じて、購入申込者に帰属します。この受益権は、信託の日時

を異にすることにより差異を生ずることはありません。受益者の有する主な権利は以下のとおりです。

なお、信託約款には受益者集会に関する規定はありません。また、信託財産に生じた利益および損失

は、すべて受益者に帰属します。

①～③（省略）

④　反対者の買取請求権

信託契約の解約または重大な約款の変更等（併合を含みます。）を行う場合には、書面決議におい

て当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益

権を、信託財産をもって買い取るべき旨を請求することができます。当該買取請求の取扱いについ

ては、委託会社、受託会社および販売会社の協議により決定します。

⑤　帳簿閲覧・謄写の請求権

（省略）

＜訂正後＞

当ファンドの受益権は、その購入口数に応じて、購入申込者に帰属します。この受益権は、信託の日時

を異にすることにより差異を生ずることはありません。受益者の有する主な権利は以下のとおりです。

なお、信託約款には受益者集会に関する規定はありません。また、信託財産に生じた利益および損失

は、すべて受益者に帰属します。

①～③（省略）

④　帳簿閲覧・謄写の請求権

（省略）

第３【ファンドの経理状況】

＜訂正前＞

（１）～（２）（省略）

＜訂正後＞

（１）～（２）（省略）

（３）当ファンドの中間財務諸表は、第6期中間計算期間（平成26年6月18日から平成26年12月17日まで）に

ついて、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号）並び

に同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総

理府令第133号）に基づいて作成しております。

　　　なお、中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、円単位で表示しております。
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（４）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第6期中間計算期間（平成26年6月18

日から平成26年12月17日まで）の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による中間監査を

受けております。

１【財務諸表】

末尾に＜中間財務諸表＞を追加します。

＜末尾追加＞
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【中間財務諸表】

ＨＳＢＣ　インド・インフラ株式オープン

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第6期中間計算期間末

平成26年12月17日現在

資産の部

流動資産

親投資信託受益証券 5,307,099,299

未収入金 59,895,743

流動資産合計 5,366,995,042

資産合計 5,366,995,042

負債の部

流動負債

未払解約金 59,895,743

未払受託者報酬 1,931,360

未払委託者報酬 43,820,814

その他未払費用 1,253,687

流動負債合計 106,901,604

負債合計 106,901,604

純資産の部

元本等

元本 8,100,720,999

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △2,840,627,561

（分配準備積立金） 138,986,392

元本等合計 5,260,093,438

純資産合計 5,260,093,438

負債純資産合計 5,366,995,042
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第6期中間計算期間

自　平成26年 6月18日

至　平成26年12月17日

営業収益

有価証券売買等損益 128,814,559

営業収益合計 128,814,559

営業費用

受託者報酬 1,931,360

委託者報酬 43,820,814

その他費用 1,253,687

営業費用合計 47,005,861

営業利益又は営業損失（△） 81,808,698

経常利益又は経常損失（△） 81,808,698

中間純利益又は中間純損失（△） 81,808,698

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
84,642,042

期首剰余金又は期首欠損金（△） △2,717,977,779

剰余金増加額又は欠損金減少額 987,907,715

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 987,907,715

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 1,107,724,153

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 －

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 1,107,724,153

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △2,840,627,561
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

期別

項目

第6期中間計算期間

自 平成26年 6月18日

至 平成26年12月17日

有価証券の評価基準及び評価

方法

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評

価しております。

（中間貸借対照表に関する注記）

第6期中間計算期間末

平成26年12月17日現在

１.中間計算期間の末日における受益権の総数

8,100,720,999口

２.投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第1項第10号

に規定する額

元本の欠損 2,840,627,561円

３.中間計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額

1口当たり純資産額 0.6493円

(10,000口当たり純資産額) (6,493円)

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第6期中間計算期間

自 平成26年 6月18日

至 平成26年12月17日

1. 信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委

託するために要する費用

9,707,786円

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

期別

項目

第6期中間計算期間末

平成26年12月17日現在

中間貸借対照表計上額、時

価及びその差額

金融商品は時価または時価の近似値と考えられる帳簿価額で計上してい

るため、中間貸借対照表計上額と時価との間に重要な差額はありませ

ん。

時価の算定方法 親投資信託受益証券

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しております。

金銭債権及び金銭債務

中間貸借対照表に計上している金銭債権及び金銭債務は、短期間で決済

されるため、帳簿価額は時価と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。

（有価証券に関する注記）

第6期中間計算期間（自 平成26年6月18日　至 平成26年12月17日）

　　該当事項はありません。

（デリバティブ取引に関する注記）

第6期中間計算期間末（平成26年12月17日現在）
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該当事項はありません。

（重要な後発事象に関する注記）

第6期中間計算期間（自 平成26年6月18日　至 平成26年12月17日）

　　該当事項はありません。

（その他の注記)

元本の移動

（単位：円）

第6期中間計算期間末

平成26年12月17日現在

投資信託財産に係る元本の状況

期首元本額 7,438,427,680円

期中追加設定元本額 3,377,107,396円

期中一部解約元本額 2,714,814,077円

（参考）

「ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン」は、「ＨＳＢＣ インド・インフラ株式マザーファンド」受

益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、す

べて同親投資信託の受益証券です。

なお、当ファンドの当中間計算期間末日における同親投資信託の状況は次の通りです。

「ＨＳＢＣ　インド・インフラ株式マザーファンド」の状況

以下の記載した情報は監査の対象外です。

貸借対照表

（単位：円）

平成26年12月17日現在

資産の部

流動資産

預金 38,914,976

コール・ローン 112,272,715

株式 3,628,039,424

オプション証券等 1,585,552,263

未収配当金 2,342,089

未収利息 30

流動資産合計 5,367,121,497

資産合計 5,367,121,497

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 26

未払解約金 59,895,743

流動負債合計 59,895,769

負債合計 59,895,769

純資産の部

元本等

元本 7,445,425,504

剰余金
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剰余金又は欠損金（△） △2,138,199,776

元本等合計 5,307,225,728

純資産合計 5,307,225,728

負債純資産合計 5,367,121,497

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

期別

項目

自 平成26年 6月18日

至 平成26年12月17日

１.有価証券の評価基準及

び評価方法

株式、オプション証券等（以下「有価証券」という）

移動平均法に基づき、以下の通り原則として時価で評価しております。

外国金融商品市場（以下「海外取引所」という）に上場されている有価証

券

原則として海外取引所における開示対象ファンドの中間計算期間末日に知

りうる直近の日の最終相場で評価しております。

開示対象ファンド中間計算期間末日に当該取引所の最終相場がない場合に

は、当該取引所における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近

の日の最終相場によることが適当でないと委託会社が判断した場合には、

委託会社は忠実義務に基づき合理的事由をもって認める評価額又は受託者

と協議のうえ両者が合理的事由をもって認める評価額により評価しており

ます。

海外取引所に上場されていない有価証券

金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格情

報会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評価しております。

適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定で

きない事由が認められた場合は、取得価額または委託会社が忠実義務に基

づいて合理的事由をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ

両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。

２.デリバティブ等の評価

基準及び評価方法

外国為替予約取引

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあたっ

ては、開示対象ファンドの中間計算期間末日において、わが国における対

顧客先物相場の仲値を適用して計算しております。ただし、為替予約のう

ち対顧客先物相場が発表されていない通貨については、対顧客相場の仲値

によって計算しております。

３.収益及び費用の計上基

準

受取配当金

原則として、株式の配当落ち日において、その金額が確定している場合に

は当該金額を計上し、未だ確定していない場合には入金日基準で計上して

おります。

４.その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

(1)外貨建取引等の処理基準

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第60

条並びに第61条に基づいて処理しております。

(2)資産・負債の状況は開示対象ファンドの中間計算期間末の平成26年12月

17日現在です。当該親投資信託の計算期間は原則として毎年6月18日から翌

年6月17日までとなっております。

（貸借対照表に関する注記）

平成26年12月17日現在

１. 計算期間の末日における受益権の総数

7,445,425,504口

２. 投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第1項第

10号に規定する額

元本の欠損 2,138,199,776円
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３. 計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額

1口当たり純資産額 0.7128円

(10,000口当たり純資産額) (7,128円)

４. 「オプション証券等」には、現地国での外貨投資制

限を避けるために、非居住者に対してブローカーが

発行する未上場証券であるP-noteを計上しておりま

す。当該P-noteは、金融商品取引法第2条第1項第19

号に規定する「オプション取引に係る権利を表示す

る証券又は証書」に相当するものです。

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

期別

項目
平成26年12月17日現在

貸借対照表計上額、時価及

びその差額

金融商品は時価または時価の近似値と考えられる帳簿価額で計上してい

るため、貸借対照表計上額と時価との間に重要な差額はありません。

時価の算定方法 有価証券

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しております。

派生商品評価勘定

デリバティブ取引については、「（デリバティブ取引に関する注記）」

に記載しております。

金銭債権及び金銭債務

貸借対照表に計上している金銭債権及び金銭債務は、短期間で決済され

るため、帳簿価額は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。

（有価証券に関する注記）

（自 平成26年6月18日　至 平成26年12月17日）

　　該当事項はありません。

（デリバティブ取引に関する注記）

（通貨関連）

（平成26年12月17日現在）

（単位：円）

区分 種類 契約額等 時価 評価損益
うち1年超

市場取引以外の

取引

為替予約取引

売建 2,943 － 2,969 △26

インドルピー 2,943 － 2,969 △26

合計 2,943 － 2,969 △26

時価の算定方法

１為替予約取引

1)本書における開示対象ファンドの当中間計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨

については以下のように評価しております。

①同期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」といいます）の対顧客先物相場の仲値が発

表されている場合は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②同期間末日において当該日の対顧客先物相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっ

ております。
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・同期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、当該日に最も近い前後

二つの対顧客先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

・同期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い日

に発表されている対顧客先物相場の仲値を用いております。

2)同期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については同期間末日の対顧客相場の仲

値で評価しております。

※上記取引でヘッジ会計が適用されているものはありません。

（重要な後発事象に関する注記）

（自 平成26年6月18日　至 平成26年12月17日）

該当事項はありません。

（その他の注記)

元本の移動

（単位：円）

平成26年12月17日現在

投資信託財産に係る元本の状況

期首 平成26年 6月18日

期首元本額 6,866,304,240円

期末元本額 7,445,425,504円

期中追加設定元本額 3,092,067,934円

期中一部解約元本額 2,512,946,670円

元本の内訳※

ＨＳＢＣ　インド・インフラ株式

オープン
7,445,425,504円

（注）※は当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託の元本額

２【ファンドの現況】

以下は全文更新につき、訂正・更新後のものを記載いたします。

＜訂正・更新後＞

以下は平成26年12月末日現在の当ファンドの現況です。

【純資産額計算書】

Ⅰ　資産総額 5,793,116,457円

Ⅱ　負債総額 14,572,463円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 5,778,543,994円

Ⅳ　発行済口数 8,188,137,050口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.7057円

　　（1万口当たり純資産額） （7,057円）

（参考）ＨＳＢＣ　インド・インフラ株式マザーファンド

純資産額計算書

Ⅰ　資産総額 5,963,669,872円

Ⅱ　負債総額 181,156,817円
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Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 5,782,513,055円

Ⅳ　発行済口数 7,458,152,472口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.7753円

　　（1万口当たり純資産額） （7,753円）
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

（１）（省略）

（２）委託会社の機構

①　組織図（本書提出日現在）

②～③　（省略）

＜訂正後＞

（１）（省略）

（２）委託会社の機構

①　組織図（本書提出日現在）
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②～③　（省略）

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

①「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託

の設定を行うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者（登録番号：関東財務局長

（金商）第308号）として、その運用（投資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に

定める投資助言・代理業を行っています。

② 平成26年6月末現在、委託会社が運用を行っている証券投資信託は以下のとおりです。（親投資信託

は、ファンド数および純資産総額の合計から除いています。）

基本的性格 ファンド数 純資産総額

追加型株式投資信託 46 858,429百万円

合　　　計 46 858,429百万円

＜訂正後＞

①「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託

の設定を行うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者（登録番号：関東財務局長

（金商）第308号）として、その運用（投資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に

定める投資助言・代理業および第二種金融商品取引業を行っています。

② 平成26年12月末現在、委託会社が運用を行っている証券投資信託は以下のとおりです。（親投資信託

は、ファンド数および純資産総額の合計から除いています。）

基本的性格 ファンド数 純資産総額

追加型株式投資信託 44 1,018,881百万円

合　　　計 44 1,018,881百万円
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３【委託会社等の経理状況】

以下は全文更新につき、訂正・更新後のものを記載いたします。

＜訂正・更新後＞

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号、以下「財務諸表等規則」という）第2条に基づき、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令 第52号）により作成しております。

（２）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号）第38条及び第57条の規定に基づき、同規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年8月6日 内閣府令第52号）により作成しております。

（３）当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第29期事業年度（自平成25年4月1日　至

平成26年3月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

　　　また、当中間会計期間（自平成26年4月1日　至平成26年9月30日）の中間財務諸表についても、有限

責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。

（４）財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（１）【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度
（平成25年3月31日） （平成26年3月31日）

資産の部
　流動資産
　　預金 *4 1,194,239 *4 1,389,484
　　前払費用 8,634 14,338
　　未収入金 20,034 17,906
　　未収委託者報酬 2,133,937 1,507,022
　　未収運用受託報酬 546 298
　　未収投資助言報酬 9,496 -
　　未収収益 31,189 40,881
　　未収消費税等 21,701 -
　　繰延税金資産 114,364 96,356

　　流動資産合計 3,534,144 3,066,288

　固定資産
　　有形固定資産 *1 *1

　　　　建物附属設備 11,758 4,006
　　　　器具備品 2,678 1,076

　　　　有形固定資産合計 14,436 5,083

　　無形固定資産
　　　　商標権 791 691

　　　　無形固定資産合計 791 691

　　投資その他の資産
　　　　敷金 34,432 34,432
　　　　繰延税金資産 14,210 16,848
　　　　投資その他の資産合計 48,643 51,281

　　固定資産合計 63,871 57,056

　資産合計 3,598,016 3,123,344

負債の部
　流動負債
　　未払金 *4、5 1,269,895 *4、5 1,003,080
　　未払費用 519,794 *4 454,190
　　未払消費税等 - 2,719
　　未払法人税等 *2 310,913 *2 225,287
　　賞与引当金 57,786 52,398

　　流動負債合計 2,158,390 1,737,677

　固定負債
　　役員退職慰労引当金 32,335 36,220

　　固定負債合計 32,335 36,220

　負債合計 2,190,725 1,773,897

純資産の部
　株主資本
　　資本金 495,000 495,000
　　利益剰余金
　　　利益準備金 123,750 123,750
　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 788,541 730,696

　　　利益剰余金合計 912,291 854,446

　　株主資本合計 1,407,291 1,349,446

　純資産合計 1,407,291 1,349,446

負債・純資産合計 3,598,016 3,123,344
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（２）【損益計算書】

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度
（自平成24年4月 1日 （自平成25年4月 1日

至平成25年3月31日） 至平成26年3月31日）

営業収益

委託者報酬 8,307,420 7,433,286

運用受託報酬 1,046 1,872

投資助言報酬 52,122 660

その他営業収益 96,288 346,601

営業収益計 8,456,879 7,782,420

営業費用

支払手数料 *2 3,460,201 *2 3,120,225

広告宣伝費 28,988 16,510

調査費

調査費 26,365 30,571

委託調査費 1,558,078 1,337,573

調査費計 1,584,444 1,368,144

委託計算費 117,744 127,386

営業雑費

通信費 20,602 13,917

印刷費 102,666 77,913

協会費 6,160 5,179

諸会費 550 500

営業雑費計 129,979 97,510

営業費用計 5,321,358 4,729,777

一般管理費

給料　*2

役員報酬 *1 71,095 *1 66,085

給料・手当 *3 847,114 *3 798,439

退職手当 76,388 61,981

賞与 212,891 207,031

賞与引当金繰入額 57,786 52,398

給料計 1,265,276 1,185,936

交際費 3,991 3,040

旅費交通費 27,299 24,520

租税公課 11,779 11,285

不動産賃借料 60,553 74,218

役員退職慰労引当金繰入 3,885 3,885

固定資産減価償却費 9,589 9,453

弁護士費用等 61,186 29,824

事務委託費 *2 280,786 *2 364,122

保険料 9,345 9,688

諸経費 74,577 91,559

一般管理費計 1,808,271 1,807,535

営業利益 1,327,249 1,245,107

営業外収益

受取利息 1 1

その他 891 407

営業外収益計 893 409

営業外費用

為替差損 1,581 8,945
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雑損失 3 -

営業外費用計 1,584 8,945

経常利益 1,326,558 1,236,570

　 特別利益

　 固定資産売却益 - *4　 46

　 特別利益計 - 46

税引前当期純利益 1,326,558 1,236,616

法人税、住民税及び事業税 576,870 491,091

法人税等調整額 △38,320 15,370

法人税等合計 538,550 506,461

当期純利益 788,008 730,155

（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度　（自平成24年4月1日 至平成25年3月31日）

　 （単位：千円）

株主資本

利益剰余金

資本金
利益準備金

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

株主資本

合　計

純資産合計

繰越利益

剰余金

当期首残高 495,000 - 6,452,283 6,452,283 6,947,283 6,947,283

当期変動額

剰余金の配当 - - △6,328,000 △6,328,000 △6,328,000 △6,328,000

剰余金の配当に伴う準備金

の積立 - 123,750 △123,750 - - -

当期純利益 - - 788,008 788,008 788,008 788,008

当期変動額合計 - 123,750 △5,663,741 △5,539,991 △5,539,991 △5,539,991

当期末残高 495,000 123,750 788,541 912,291 1,407,291 1,407,291

当事業年度　（自平成25年4月1日 至平成26年3月31日）

　 （単位：千円）

株主資本

利益剰余金

資本金
利益準備金

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

株主資本

合　計

純資産合計

繰越利益

剰余金

当期首残高 495,000 123,750 788,541 912,291 1,407,291 1,407,291

当期変動額

剰余金の配当 - - △788,000 △788,000 △788,000 △788,000

当期純利益 - - 730,155 730,155 730,155 730,155

当期変動額合計 - - △57,844 △57,844 △57,844 △57,844

当期末残高 495,000 123,750 730,696 854,446 1,349,446 1,349,446
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重要な会計方針

1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）

　定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下の通りです。

　　　建物附属設備　　　５年

　　　器具備品　　　　　３～５年

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

　定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下の通りです。

　　　商標権　　　　　　１０年

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、個々のリース資産で重要性が乏しいと認められるも

のについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

2 引当金の計上基準

(1) 退職給付引当金

　従業員に対する退職給付の支給に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額を退職給付

引当金として計上しております。但し、当事業年度には対象従業員がいない為、引当計上はしており

ません。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

　役員の在任中の貢献に報いるために、役員退職慰労金制度の内規に基づき当事業年度末における要

支給額を役員退職慰労引当金として計上しております。

3 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

4 その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

注記事項

（貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次の通りです。

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

建物附属設備 29,390 千円 37,142 千円

器具備品 14,073 10,339

　　

※２ 未払法人税等の内訳

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

法人税 178,967 千円 126,185 千円

復興特別法人税 35,938 30,587

事業税 28,432 20,747

地方法人特別税 30,060 21,176

住民税 37,515 26,591
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３ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行の香港上海銀行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。

　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次の通り

です。

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミッ

トメントの総額
1,000,000

千円
1,000,000

千円

借入実行残高 - 千円 - 千円

差引額 1,000,000 千円 1,000,000 千円

※４ 関係会社に対する債権及び債務

　各科目に含まれているものは、次の通りです。

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

預金 1,067,426 千円 1,353,698 千円

未払金 25,119 17,852

未払費用 - 29,082

※５ 当社が採用するグループ会社株式による報酬制度に係る費用については、当社負担相当額を

権利確定期間に亘って費用処理しております。

（損益計算書関係）

※１ 役員報酬の限度額は次の通りであります。

前事業年度

（自平成24年4月 1日

　　至平成25年3月31日）

当事業年度

（自平成25年4月 1日

　　至平成26年3月31日）

取締役　　年額 300,000 千円 300,000 千円

監査役　　年額 50,000 50,000

※２ 関係会社に係る営業費用

　各科目に含まれているものは、次の通りであります。

前事業年度

（自平成24年4月 1日

　　至平成25年3月31日）

当事業年度

（自平成25年4月 1日

　　至平成26年3月31日）

支払手数料 35,730 千円 5,071 千円

事務委託費 164,153 223,525

人件費等 21,048 41,779

※３ 給料･手当及び退職手当に含まれる、被出向者に係る退職給付費用相当額

前事業年度

（自平成24年4月 1日

　　至平成25年3月31日）

当事業年度

（自平成25年4月 1日

　　至平成26年3月31日）

退職給付費用相当額 110,010 千円 117,102 千円

※４ 有形固定資産売却益の内容は、次の通りであります。
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前事業年度

（自平成24年4月 1日

　　至平成25年3月31日）

当事業年度

（自平成25年4月 1日

　　至平成26年3月31日）

建物附属設備 - 千円 - 千円

器具備品 - 46

計 - 千円 46 千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,100 － － 2,100

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成24年11月30日

取締役会
普通株式 6,328 3,013,333 平成24年3月31日 平成24年12月4日

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,100 － － 2,100

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日
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平成25年10月4日

取締役会
普通株式 788 375,238 平成25年3月31日 平成25年10月15日

（リース取引関係）

　　該当事項はありません。

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する取組方針

当社は、内部管理規程に基づく安全性及びカウンターパーティー・リスクを重視した運用を

自己資金運用の基本方針としております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　営業債権である未収委託者報酬は、当社が設定しているファンドの信託財産から回収を行っ

ており、回収のリスクは僅少と判断しております。未収運用受託報酬は、運用受託先ごとに

期日管理及び残高管理をしており、回収期日はすべて１年以内となっております。未収投資

助言報酬は、投資助言先ごとに期日管理及び残高管理をしており、回収期日はすべて１年以

内となっております。営業債務である未払金、未払費用は、１年以内の支払期日となってお

ります。

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。

前事業年度（平成25年3月31日） （単位：千円）

貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）預金

（２）未収委託者報酬

（３）未収運用受託報酬

（４）未収投資助言報酬

（５）未収収益

1,194,239

2,133,937

546

9,496

31,189

1,194,239

2,133,937

546

9,496

31,189

－

－

－

－

資産計 3,369,409 3,369,409 －

（１）未払金

（２）未払費用

1,269,895

519,794

1,269,895

519,794

－

－

負債計 1,789,689 1,789,689 －

注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産項目　（１）預金、（２）未収委託者報酬、（３）未収運用受託報酬、（４）未収投資助

言報酬、（５）未収収益

　　　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

負債項目　（１）未払金、（２）未払費用

　　　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

当事業年度（平成26年3月31日） （単位：千円）
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貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）預金

（２）未収委託者報酬

（３）未収運用受託報酬

（４）未収収益

1,389,484

1,507,022

298

40,881

1,389,484

1,507,022

298

40,881

－

－

－

－

資産計 2,937,686 2,937,686 －

（１）未払金

（２）未払費用

1,003,080

454,190

1,003,080

454,190

－

－

負債計 1,457,271 1,457,271 －

注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産項目　（１）預金、（２）未収委託者報酬、（３）未収運用受託報酬、（４）未収収益

　　　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

負債項目　（１）未払金、（２）未払費用

　　　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

（有価証券関係）

　　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　　該当事項はありません。

（退職給付関係）

　　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

　　該当事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

重要性がないため、記載を省略しております。

（セグメント情報等）

（１）セグメント情報

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（２）関連情報

1. サービスごとの情報

単一サービスによる営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しており

ます。

2. 地域ごとの情報
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（１）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

地域ごとの営業収益の記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦の所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

（３）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がいないた

め、記載を省略しております。

（３）報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

（４）報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

（５）報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

繰延税金資産

減価償却の償却超過額 2,686 千円 3,940 千円

退職給付引当金及び役員退職慰労金損金算入

限度超過額
11,523 12,908

未払金否認 27,570 1,545

未払費用否認 44,216 62,216

賞与引当金否認 21,964 18,674

未払事業税等 22,232 14,941

貯蔵品 - 108

繰延税金資産小計 130,195 114,334

評価性引当額 △1,620 △1,129

繰延税金資産の合計 128,575 113,204

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

法定実効税率 38.0 % 38.0 %

（調整）

評価性引当額 △0.1 △0.1

住民税均等割 0 0.0

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6 2.3

事業税段階税率端数調整 △0.0 △0.0
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税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.5 40.8

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年3月31日に公布され、平成

26年4月1日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年4月1日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％に変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額が6,410千円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等の金額

が6,410千円増加しております。

（関連当事者との取引）

１　関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

　前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は

出資金

事業の

内容又

は職業

議決権行

使等の被

所有者割

合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社

The Hongkong

and Shanghai

Banking

Corporation,

Limited　*4　

香港
58,968百万

香港ドル
銀行業

間接

100％

資金の預金・

販売委託契約

・事務委託、

役員の兼任

*1 資金の預入 ※ 預　金 1,067,426

*2 支払手数料 35,730

未払金 25,119*3 事務委託 164,153

人件費等 21,048

※ 日常業務に関わる資金の出入りであるため、取引金額の記載を行なっておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針

*1 全額当座預金であり、無利息となっております。

*2 当該会社との販売に関する契約に基づき、予め定められた料率で計算された金額を支払っております。

*3 当該会社とのパフォーマンス・レベル・アグリーメントに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で

計算された金額を支払っております。

*4 当該預金並びに当該会社との取引内容につきましては、The Hongkong and Shanghai Banking

Corporation, Limitedの東京支店に対するものです。

　当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は

出資金

事業の

内容又

は職業

議決権行

使等の被

所有者割

合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）
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親会社

The Hongkong

and Shanghai

Banking

Corporation,

Limited　*4　

香港
85,318百万

香港ドル
銀行業

間接

100％

資金の預金・

販売委託契約

・事務委託、

役員の兼任

*1 資金の預入 ※ 預　金 1,353,698

*2 支払手数料 5,071

未払金 17,852

*3 事務委託 223,525

人件費等 41,779 未払費用 29,082

※ 日常業務に関わる資金の出入りであるため、取引金額の記載を行っておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針

*1 全額当座預金であり、無利息となっております。

*2 当該会社との販売に関する契約に基づき、予め定められた料率で計算された金額を支払っております。

*3 当該会社とのパフォーマンス・レベル・アグリーメントに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で

計算された金額を支払っております。

*4 当該預金並びに当該会社との取引内容につきましては、The Hongkong and Shanghai Banking

Corporation, Limitedの東京支店に対するものです。

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は出

資金

事業の

内容又

は職業

議決権行

使等の被

所有者割

合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

Ltd　

英国

ロンドン

146,275千

ポンド

投資

運用業
なし 事務委託等 事務委託 67,304 未払費用 18,208

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(HK) Ltd　

香港 240,000千

香港ドル

投資

運用業
なし

事務委託・

投資運用契約

・役員の兼任

事務委託 28,209

未払費用 140,268
*1 支払投資

　 運用報酬
702,443

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(FRANCE)

フランス

パリ

8,050千

ユーロ

投資

運用業
なし 投資運用契約

マネジメントフィー
125 未収収益 -

*1 支払投資

　 運用報酬
39,464 未払費用 4,559

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Bank

Brasil SA
ブラジル

4,824百万

ブラジルレア

ル

銀行業 なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
804,701 未払費用 262,410

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(UK) Ltd

英国

ロンドン

35,620千

ポンド

投資

運用業
なし 投資運用契約

*1 支払投資

　 運用報酬
60,273 未払費用 3,207

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Services

Japan Limited

*4

バハマ 5千米ドル
サービス

業
なし 事務委託

*3 事務委託 4,921

未払金 289,803

人件費・事務所賃借料

等
1,141,370

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC

Securities

(Japan)

Limited

*5

英国

ロンドン

102百万

ポンド
証券業 なし

販売委託契約

・事務委託、

役員の兼任

*2 支払手数料 2,296

未払金 1,012*3 事務委託 15,446

人件費等 1,165
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同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(USA) Inc.

米国

ニュー

ヨーク

1,002米ドル
投資

運用業
なし 投資運用契約 *1 その他営業収益 12,569 未収収益 9,825

取引条件及び取引条件の決定方針

*1 当該会社との投資運用契約に基づき、予め定められた料率で計算された金額を支払っております。

*2 当該会社との販売に関する契約に基づき、予め定められた料率で計算された金額を支払っております。

*3 当該会社とのパフォーマンス・レベル・アグリーメントに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で

計算された金額を支払っております。

*4 当該会社との取引内容につきましては、HSBC Services Japan Limitedの東京支店に対するものです。

*5 当該会社との取引内容につきましては、HSBC Securities (Japan) Limited の東京支店に対するもので

す。

当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は

出資金

事業の内

容又は職

業

議決権行使

等の被所有

者割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

Ltd　

英国

ロンドン

146,275千

ポンド

投資

運用業
なし 事務委託等 事務委託 92,918 未払費用 17,127

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(HK) Ltd　

香港 240,000千

香港ドル

投資

運用業
なし

事務委託・

投資運用契約・

業務委託契約・

役員の兼任

*3 事務委託 30,144

未払費用 120,576
*1 支払投資

　 運用報酬
664,929

*6 その他営業収益 153,630

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(FRANCE)

フランス

パリ

8,050千

ユーロ

投資

運用業
なし

投資運用契約・

業務委託契約

*6 その他営業収益 65,308

未収収益 9,571
*1 支払投資

　 運用報酬
33,704

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Bank

Brasil SA
ブラジル

4,824百万

ブラジルレ

アル

銀行業 なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
582,788 未払費用 194,963

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(UK) Ltd

英国

ロンドン

35,620千

ポンド

投資

運用業
なし 投資運用契約

*1 支払投資

　 運用報酬
56,150 未払費用 29,100

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Services

Japan Limited

*4

バハマ 5千米ドル
サービス

業
なし 事務委託

*3 事務委託 3,023

未払金 310,429

人件費・事務所賃借

料等
1,180,554

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC

Securities

(Japan)

Limited

*5

英国

ロンドン

102百万

ポンド
証券業 なし

販売委託契約

・事務委託・

役員の兼任

*2 支払手数料 36 未払金 77

*3 事務委託 4,187

未払費用 160

人件費等 83

同一の

親会社を

持つ会社

HSBC Global

Asset

Management

(USA) Inc.

米国

ニュー

ヨーク

1,002米ドル
投資

運用業
なし 業務委託契約 *6 その他営業収益 44,876 未収収益 15,180
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同一の

親会社を

持つ会社

HSBC

Investment

Funds (Hong

Kong) Limited

香港
21,000千

香港ドル

投資

運用業
なし 業務委託契約 *6 その他営業収益 70,561 未収収益 15,239

取引条件及び取引条件の決定方針

*1 当該会社との投資運用契約に基づき、予め定められた料率で計算された金額を支払っております。

*2 当該会社との販売に関する契約に基づき、予め定められた料率で計算された金額を支払っております。

*3 当該会社とのパフォーマンス・レベル・アグリーメントに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で

計算された金額を支払っております。

*4 当該会社との取引内容につきましては、HSBC Services Japan Limitedの東京支店に対するものです。

*5 当該会社との取引内容につきましては、HSBC Securities (Japan) Limited の東京支店に対するもので

す。

*6 当該会社とのパフォーマンス・レベル・アグリーメントに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で

計算された金額を受け取っております。

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

The Hongkong and Shanghai Banking Corporation, Limited（非上場）

（1株当たり情報）

　

前事業年度

（自平成24年4月 1日

　　至平成25年3月31日）

当事業年度

（自平成25年4月 1日

　　至平成26年3月31日）

1株当たり純資産額 670,138.73円 642,593.80円

1株当たり当期純利益 375,242.04円 347,693.17円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

　

前事業年度

（自平成24年4月 1日

　　至平成25年3月31日）

当事業年度

（自平成25年4月 1日

　　至平成26年3月31日）

当期純利益（千円） 788,008 730,155

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 788,008 730,155

普通株式の期中平均株式数（株） 2,100 2,100

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

＜中間財務諸表＞

（１）中間貸借対照表 （単位：千円）

　 　　 　 当中間会計期間末
　 　 　 　 （平成26年 9月30日）

資産の部
流動資産

預金 759,812
前払費用 13,434
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未収入金 21,658
未収委託者報酬 1,661,542
未収運用受託報酬 326
未収収益 59,097
繰延税金資産 105,289
流動資産合計 　 2,621,161 　

固定資産
有形固定資産 *1

建物附属設備 674
器具備品 573
有形固定資産合計 　 1,248 　

無形固定資産
商標権 641
無形固定資産合計 　 641 　

投資その他の資産
敷金 34,432
繰延税金資産 18,265
投資その他の資産合計 　 52,698 　

固定資産合計 　 54,588 　
資産合計 　 2,675,750 　

負債の部
流動負債

預り金 192
未払金 *4 722,452
未払費用 464,125
未払消費税等 *2 74,629
未払法人税等 233,667
賞与引当金 128,078
流動負債合計 　 1,623,146 　

固定負債
役員退職慰労引当金 38,162
固定負債合計 　 38,162 　

負債合計 　 1,661,309 　
純資産の部

株主資本
資本金 495,000
利益剰余金 　 　 　

利益準備金 123,750
その他利益剰余金

繰越利益剰余金 395,690
利益剰余金合計 　 519,440 　

株主資本合計 　 1,014,440 　
純資産合計 　 1,014,440 　

負債・純資産合計 　 2,675,750 　

（２）中間損益計算書 （単位：千円）

　 　 　 　 　 　 当中間会計期間

（自 平成26年 4月 1日　

　 　 　 　 　 　 　　至 平成26年 9月30日）

営業収益

委託者報酬 3,699,395

運用受託報酬 575

その他収益 179,627

営業収益計 　 3,879,598 　
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営業費用

支払手数料 1,561,231

広告宣伝費 8,020

調査費

調査費 22,340

委託調査費 667,782

調査費計 　 690,123 　

委託計算費 64,573

営業雑費

通信費 4,616

印刷費 27,362

協会費 2,448

諸会費 400

営業雑費計 　 34,828 　

営業費用計 　 2,358,776 　

一般管理費

給料

役員報酬 46,745

給料・手当 *1 420,825

賞与 29,346

賞与引当金繰入額 75,680

給料計 　 572,597 　

交際費 375

旅費交通費 10,195

租税公課 5,786

不動産賃借料 39,591

役員退職慰労引当金繰入 1,942

固定資産減価償却費 *2 4,014

弁護士費用等 9,922

事務委託費 248,614

保険料 5,310

諸経費 　 35,371 　

一般管理費計 933,721

営業利益 　 587,099 　

営業外収益

受取利息 1

その他 159

営業外収益計 　 160 　

営業外費用
為替差損 3,994
雑損失 　 380 　

営業外費用計 　 4,374 　

経常利益 　 582,885 　

税引前中間純利益 　 582,885 　

法人税、住民税及び事業税 228,241
法人税等調整額 　 △10,350 　

法人税等合計 　 217,891 　

中間純利益 　 364,993 　

（３）中間株主資本等変動計算書

　 （単位：千円）
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　 株主資本

　 利益剰余金

　 資本金
利益準備金

その他

利益剰余金

利益剰余金

合計

株主資本

合　計

純資産合計

　 　

繰越利益

剰余金

当期首残高 495,000 123,750 730,696 854,446 1,349,446 1,349,446

当中間期変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 - - △700,000 △700,000 △700,000 △700,000

　中間純利益 - - 364,993 364,993 364,993 364,993

当中間期変動額合計 - - △335,006 △335,006 △335,006 △335,006

当中間期末残高 495,000 123,750 395,690 519,440 1,014,440 1,014,440

重要な会計方針

項目

当中間会計期間

[自]平成26年 4月 1日

[至]平成26年 9月30日

1　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

定額法により償却しております。

なお主な耐用年数は以下の通りであります。

建物附属設備　　　５年

器具備品　　　　　３～５年

(2) 無形固定資産

定額法により償却しております。

なお主な耐用年数は以下の通りであります。

商標権　　　　　　１０年

2　引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上しております。

(2) 役員退職慰労引当金

　　役員の在任中の貢献に報いるために、役員退職慰労金

制度の内規に基づき当中間会計期間末における要支給

額を役員退職慰労引当金として計上しております。

3　外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

4　その他中間財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末（平成26年 9月30日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は以下の通りであります。
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建物附属設備　　　　　　　　　　　　40,474千円

器具備品　　　　　　　　　　　　　　10,972千円

　

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動負債の「未払消費税等」として表

示しております。

３　当座貸越契約及び貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行である香港上海銀行と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を締結しております。

当中間会計期間末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高

は以下の通りであります。

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
1,000,000千円

借入実行残高 -　千円

差引借入未実行残高 1,000,000千円

※４　当社が採用するグループ会社株式による報酬制度に係る費用については、当社負担相当

額を権利確定期間に亘って費用処理しております。

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間

[自]平成26年 4月 1日

[至]平成26年 9月30日

※１　給料･手当には、被出向者に係る退職給付費用相当額33,360千円が含まれております。

※２　減価償却費は以下の通りであります。

　　　　　有形固定資産　　　　　　　　　　　 3,964千円

　　　　　無形固定資産　　　　　　　　　　　　　50千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間

[自]平成26年 4月 1日

[至]平成26年 9月30日

　１　発行済株式に関する事項
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株式の種類
当事業年度

期首
増　加 減　少

当中間会計

期間末

普通株式（株） 2,100 － － 2,100

　　

　２　自己株式に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　４　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年6月26日

取締役会
普通株式 700 333,333 平成26年3月31日 平成26年7月14日

　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

平成26年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

（単位：千円）

中間貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）預金

（２）未収委託者報酬

（３）未収運用受託報酬

（４）未収収益

759,812

1,661,542

326

59,097

759,812

1,661,542

326

59,097

－

－

－

－

　　　

資産計 2,480,779 2,480,779 －

（１）未払金

（２）未払費用

722,452

464,125

722,452

464,125

－

－

負債計 1,186,578 1,186,578 －

注)金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　　資産項目　（１）預金、（２）未収委託者報酬、（３）未収運用受託報酬、

（４）未収収益

　　　　　　　　　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

負債項目　（１）未払金、（２）未払費用

　　　　　　　　　これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。
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（有価証券関係）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

重要性がないため、記載を省略しております。

（セグメント情報等）

（１） セグメント情報

当中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（２） 関連情報

当中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

１.サービスごとの情報

単一サービスによる営業収益が中間損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しており

ます。

２.地域ごとの情報

（１）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、地

域ごとの営業収益の記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

３.主要な顧客ごとの情報

対象となる外部顧客への営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10%以上を占める相手先がい

ないため、記載はありません。

なお、制度上顧客情報を知りえない、または顧客との守秘義務契約により開示できない営業収益に

ついては、判定対象から除いております。

（３） 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

当中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

　　　　該当事項はありません。

（４） 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

当中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

　　　　該当事項はありません。

（５） 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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当中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

　　　　該当事項はありません。

（一株当たり情報）

当中間会計期間

[自]平成26年4月 1日

[至]平成26年9月30日

1株当たり純資産額 483,067.03円

1株当たり中間純利益金額 173,806.55円

（注）1. 潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

2. 1株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

当中間会計期間

[自]平成26年4月 1日

[至]平成26年9月30日

中間純利益（千円） 364,993

普通株式に係る中間純利益（千円） 364,993

普通株主に帰属しない金額（千円） -

普通株式の期中平均株式数（株） 2,100

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

（１）（省略）

（２）販売会社

名称 資本金の額 事業の内容

安藤証券株式会社
2,280百万円

（平成26年3月末現在）

いちよし証券株式会社
14,577百万円

（平成26年3月末現在）

いよぎん証券株式会社
3,000百万円

（平成26年3月末現在）

ＨＳＢＣ証券会社東京支店
12,810百万円

（平成26年3月末現在）
（注1）

エース証券株式会社
8,831百万円

（平成26年3月末現在）

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社
27,270百万円

（平成26年3月末現在）

株式会社ＳＢＩ証券
47,937百万円

（平成26年3月末現在）

岡三オンライン証券株式会社
8,000百万円

（平成26年3月末現在）

岡三にいがた証券株式会社
852百万円

（平成26年4月2日現在）

岡安証券株式会社
650百万円

（平成26年3月末現在）

香川証券株式会社
555百万円

（平成26年3月末現在） 金融商品取引法に定める
第一種金融商品取引業を
営んでおります。クレディ・スイス証券株式会社

78,100百万円

（平成26年3月末現在）

篠山証券株式会社
100百万円

（平成26年3月末現在）

株式会社証券ジャパン
3,000百万円

（平成26年3月末現在）

髙木証券株式会社
11,069百万円

（平成26年3月末現在）

マネックス証券株式会社
12,200百万円

（平成26年3月末現在）

むさし証券株式会社
5,000百万円

（平成26年3月末現在）

明和證券株式会社
511百万円

（平成26年3月末現在）

山形證券株式会社
100百万円

（平成26年3月末現在）

楽天証券株式会社
7,495百万円

（平成26年3月末現在）

リーディング証券株式会社
1,768百万円

（平成26年3月末現在）

リテラ・クレア証券株式会社
3,794百万円

（平成26年3月末現在）
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株式会社但馬銀行
5,481百万円

（平成26年3月末現在）

銀行法に基づき銀行業を
営んでいます。

株式会社三井住友銀行
1,770,996百万円

（平成26年3月末現在）

ザ・ホンコン・アンド・シャン
ハイ・バンキング・コーポレイ
ション・リミテッド

853億1,870万7,252香港ドル

60億8,800万米ドル

（平成26年3月末現在）

（注2）

三井生命保険株式会社
167,280百万円

（平成26年3月末現在）
保険業法に基づき生命保
険事業を営んでいます。

（注1）ＨＳＢＣ証券会社東京支店の資本金の額は、持込資本金額です。

（注2）ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドの資本金の

額は、自己資本の額です。なお、販売は同社の東京支店が行います。

（３）（省略）

＜訂正後＞

（１）（省略）

（２）販売会社

名称 資本金の額 事業の内容

安藤証券株式会社
2,280百万円

（平成26年3月末現在）

いちよし証券株式会社
14,577百万円

（平成26年3月末現在）

いよぎん証券株式会社
3,000百万円

（平成26年3月末現在）

エース証券株式会社
8,831百万円

（平成26年3月末現在）

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社
27,270百万円

（平成26年3月末現在）

株式会社ＳＢＩ証券
47,937百万円

（平成26年3月末現在）

岡三オンライン証券株式会社
8,000百万円

（平成26年3月末現在）
金融商品取引法に定め
る第一種金融商品取引
業を営んでおります。

岡三にいがた証券株式会社
852百万円

（平成26年4月2日現在）

岡安証券株式会社
650百万円

（平成26年3月末現在）

香川証券株式会社
555百万円

（平成26年3月末現在）

クレディ・スイス証券株式会社
78,100百万円

（平成26年3月末現在）

篠山証券株式会社
100百万円

（平成26年3月末現在）

株式会社証券ジャパン
3,000百万円

（平成26年3月末現在）

髙木証券株式会社
11,069百万円

（平成26年3月末現在）

マネックス証券株式会社
12,200百万円

（平成26年3月末現在）

むさし証券株式会社
5,000百万円

（平成26年3月末現在）

明和證券株式会社
511百万円

（平成26年3月末現在）
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山形證券株式会社
100百万円

（平成26年3月末現在）

楽天証券株式会社
7,495百万円

（平成26年3月末現在）

リーディング証券株式会社
1,768百万円

（平成26年3月末現在）

リテラ・クレア証券株式会社
3,794百万円

（平成26年3月末現在）

株式会社但馬銀行
5,481百万円

（平成26年3月末現在）

銀行法に基づき銀行業
を営んでいます。

株式会社三井住友銀行
1,770,996百万円

（平成26年3月末現在）

ザ・ホンコン・アンド・シャン
ハイ・バンキング・コーポレイ
ション・リミテッド

853億1,870万7,252香港ドル

60億8,800万米ドル

（平成26年3月末現在）

（注）

（注）ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドの資本金の額

は、自己資本の額です。なお、販売は同社の東京支店が行います。

（３）（省略）

３【資本関係】

＜訂正前＞

委託会社と販売会社であるＨＳＢＣ証券会社東京支店、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキン

グ・コーポレイション・リミテッドおよび投資顧問会社(運用委託先)であるＨＳＢＣグローバル・ア

セット・マネジメント（香港）リミテッドは、ＨＳＢＣホールディングス plc（英国）の実質的な子会

社です。

＜訂正後＞

委託会社と販売会社であるザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミ

テッドおよび投資顧問会社(運用委託先)であるＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメント（香港）

リミテッドは、ＨＳＢＣホールディングス plc（英国）の実質的な子会社です。

また、委託会社は、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド

の子会社です。
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独立監査人の中間監査報告書

平成27年2月18日

ＨＳＢＣ投信株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業　務　執　行　社　員
公認会計士 安　藤　通　教　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの

経理状況」に掲げられている「ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン」の平成26年6月18日から平

成26年12月17日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余

金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間

監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と

して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか

どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実

施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と

比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に

より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、「ＨＳＢＣ インド・インフラ株式オープン」の平成26年12月17日現在の信託

財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成26年6月18日から平成26年12月17日まで）の

損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係

ＨＳＢＣ投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）1．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

平成26年6月17日

ＨＳＢＣ投信株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業　務　執　行　社　員
公認会計士 安　 藤　 通　 教　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の

経理状況」に掲げられているＨＳＢＣ投信株式会社の平成25年4月1日から平成26年3月31日までの第29期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその

他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＨＳＢＣ投信株式会社の平成26年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）1．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　　 2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

平成26年12月5日

ＨＳＢＣ投信株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業　務　執　行　社　員
公認会計士 安　藤　通　教　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているＨＳＢＣ投信株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第30期事業

年度の中間会計期間（平成26年4月1日から平成26年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監

査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＨＳＢＣ投信株式会社の平成26年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成26年4月1日から平成26年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）1．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　　 2．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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